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［企業集団の主要な事業内容］
当社グループは、銀行持株会社である当社及び株式会社広島銀行（以下、「広島銀行」といいます。）を含む連結子会

社12社及び持分法適用関連会社１社から構成される企業集団であり、広島県を中心とした地元４県（岡山県、山口県、
愛媛県）を主要な地盤として、銀行業務に加え、証券業務、リース業務、投資業務、IT関連業務、クレジットカード・
信用保証業務、各種コンサルティング業務等を通じて、地域の皆さまに金融分野、非金融分野も含めた総合サービスを
提供しております。

［金融経済環境］
2024年度のわが国経済は、海外経済が底堅く推移する中、輸出や生産は横這い圏内の動きにとどまったものの、企

業収益の改善を背景に設備投資が増加し、所得環境の改善の中で個人消費が持ち直すなど、全体として緩やかな回復基
調を辿りました。この間、日本銀行は利上げを実施するなど、金融政策の正常化に向けた動きが進展しました。
ただし、米国の関税政策に伴う内外景気の下振れやウクライナや中東情勢などの地政学リスクに起因した資源価格の

変動、物価上昇に伴う消費者マインドの慎重化など、先行きの不透明感は強まっています。
当地方の経済は、主力の自動車産業を中心に輸出や生産が弱含んだものの、設備投資が堅調に推移し、インバウンド

の下支えの中で、個人消費も全体として持ち直すなど、緩やかながら回復基調を辿りました。

［企業集団の事業の経過及び成果］
当社グループでは、グループ一体経営及びグループ内連携を更に強化するとともに、グループ各社の特長・強みを活

かす中、「地域・お客さまの成長・発展に向けた取組み」及び「当社グループの経営基盤の強化に向けた取組み」並びに
これらの取組みに向けた「当社グループ・お客さま・地域における変革への取組み」により、当社グループのパーパス
（存在意義）『幅広いサービスを通じて、地域社会と共に、「未来を、ひろげる。」』の実現を図っております。
また、当社グループのパーパスの実現に向けた目指す姿を社内外に明確に示すため、経営理念（経営ビジョン）を

「お客さまに寄り添い、信頼される＜地域総合サービスグループ＞として、地域社会の豊かな未来の創造に貢献します」
としております。
このパーパス・経営理念の実現に向け、当社グループでは、2024年４月から2029年３月までを計画期間とする「中

期計画2024」（以下、「中期計画」といいます。）を策定しております。2024年度は、中期計画のスタートとなる重要
な年度として、ポテンシャル（経済規模・成長機会等）のある広島を中心とした地元４県マーケットにおいて、業務軸
及び顧客軸の深化・拡大を図るとともに、地域社会・お客さまのあらゆる課題の解決に徹底的に取り組み、地域の発展
に積極的にコミットするため、各種取組みを進めてまいりました。また、このような取組みを通じて「SDGs」の達成へ
の貢献を図ってまいりました。
加えて、当社グループでは、マーケットインの徹底に向け、お客さま本位の業務運営（フィデューシャリー・デュー

ティー）を実践する中、お客さまとのリレーションの深化・拡大を進め、グループ連携の一層の強化を通じた幅広いソ
リューション提供により、お客さまの成長への貢献を図っております。
中期計画に係る具体的な取組みは以下のとおりです。

①地域・お客さまの成長・発展に向けた取組み
（地域活性化に向けた取組み）
現在、地域における人口の減少や中小企業の後継者不足など、多くの問題が顕在化しており、 地域社会の構造的な課

題の解決が求められる状況となっております。
そうした中、当社グループでは、地域社会の構造的な課題の解決に資するコンサルティング子会社であるひろぎんエ

リアデザイン株式会社による地域活性化に向けたコンサルティング業務を推進しております。引き続き、地方公共団体
や関係団体等とのリレーションを一層深め、「呉駅前再開発」や「音戸の瀬戸公園活用事業」へ関与するなど、「まちづ
くり」へ積極的に参画するとともに、地域社会の根本的な課題解決に向けた取組みをより一層強化してまいります。
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また、中期計画における「地域・お客さまの成長・発展に向けた取組み」の一環として、お客さまの生活を豊かにす
るライフプランをトータルサポートするために、保養所施設「レゾナンス宮島」の跡地において、コンサルティング施
設の新設を検討中であるとともに、広島県が策定する「ひろしま観光立県推進基本計画」にある「オール広島の体制づ
くり」の取組みに協力し、世界遺産である宮島を擁する廿日市市の観光振興及び地域の活性化に貢献するため、当地の
立地特性を活かした有効活用として、ヒルトンが運営するホテルも新設される予定となっております。
加えて、地域の雇用維持・創出に向けて、地元のお客さまに対し貸出金にとどまらないエクイティ性資金を出資する

など、事業承継や事業再生支援を積極的に実施したほか、オープンイノベーション（事業共創）による地域活性化と県
内企業の持続的成長及び発展を目的とした、広島県内企業とスタートアップのマッチングイベント「TSUNAGU広島
2024」を開催いたしました。
更に、地域が持続的により発展していくためには、広島を「働く場所」としてより魅力的な県にしていく必要がある

ことから、組織の枠を超えて人がつながり、誰もが自分らしく働くことのできる魅力的な職場を広島で増やしていくこ
とを目的として、2024年５月より、地元企業ネットワーク「HATAful（はたフル）」を、中国電力株式会社・マツダ株
式会社・広島県と共に始動させました。今後、さまざまな施策を具体化し、実現させていくとともに、本プロジェクト
の趣旨にご賛同いただける広島県内の企業の皆さまにも、活動の輪を広げてまいります。
（法人のお客さまへの取組み）
法人のお客さまに対しては、その事業の発展に貢献するため、広島銀行が強みとする事業性評価を軸とした強固なリ

レーションに基づき、お客さまの多様なニーズの把握に努めるとともに、把握したニーズに対し金融にとどまらないグ
ループソリューションの提供を実施いたしました。特に、広島銀行においては、原油価格・物価高騰等の影響を受けら
れたお客さまに対して、営業店と本店部の連携による資金繰り支援や各種補助金等の活用サポートに加え、本業支援強
化などの総合的な伴走型支援を強化するため、広島銀行融資部内に「経営サポート室」を新設いたしました。
また、サステナビリティを巡る課題解決に向けたソリューションの充実・強化を図っております。具体的には、広島

銀行にて、グループ機能とアライアンスの活用により、カーボンニュートラル対応に係る啓発と実践までを支援する
「カーボンニュートラル対応支援コンサルティング」に取り組むとともに、「〈ひろぎん〉SDGs取組支援サービス」、「〈ひ
ろぎん〉ポジティブ・インパクト・ファイナンス」やひろぎんリース株式会社の専門的なソリューションの提供により、
お客さまのグリーン化設備の導入ニーズなどに積極的に対応いたしました。
加えて、デジタル・トランスフォーメーションが急速に進展する中で、IT関連分野におけるお客さまニーズに対し、

ひろぎんITソリューションズ株式会社によるITコンサルティングを通じたソリューションの提供に取り組むとともに、
デジタル技術の活用にあわせ増加しているサイバー攻撃へのリスクマネジメント強化や社員教育・管理体制の整備を支
援するため、サイバーセキュリティトレーニング施設「CYBERGYM 広島アリーナ」を開設し、経営課題の解決に取り
組んでおります。
更に、現在、地域の中小企業経営者が抱えている人材確保に関する経営課題に対し、地元企業との合弁で設立した

「ひろぎんワールドビジネス株式会社」にて、外国人材の受入による支援を行うとともに、働き方改革等の人事労務に関
する経営課題に対し、ひろぎんヒューマンリソース株式会社による人事労務に関するコンサルティングを積極的に実施
いたしました。
（個人のお客さまへの取組み）
個人のお客さまに対しては、ライフプランに沿ったあらゆるニーズにトータルでお応えするため、「〈ひろぎん〉ライ

フデザインサービス」を起点とし、広島銀行やひろぎん証券株式会社を中心に、新しいNISA制度への対応など、お客さ
まのライフプランに則ったゴールベース資産管理型ビジネスを展開しております。
また、近年、資産所得倍増プランや新NISA開始等により若年層を含む投資の裾野が急速に拡大しており、人生100年

時代へ向けた資産形成の手法や金融リテラシーの浸透、資産形成に関するより専門的なアドバイスの必要性が一層高ま
っていることから、ひろぎんライフパートナーズ株式会社にて、楽天証券株式会社・株式会社SBI証券や保険会社と連携
のうえ資産形成セミナーを定期的に開催し、ネット証券で口座をお持ちの方やこれまで接点を持てなかったお客さまと
対面接点（オンライン面談含む）を持ち、面談を通じて資産運用や資産形成に関するお悩みの解決に取り組んでおりま
す。
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加えて、急速に進展するデジタル化への対応として、2020年からデジタルプラットフォームやフィンテックに強み
を持つ楽天グループのサービスと連携しておりますが、お客さまの利便性と満足度の向上を図るため、2024年11月よ
り、広島銀行において、楽天カード株式会社と連携し、「ひろぎん楽天カード」の発行を開始いたしました。
（店舗・チャネルに係る取組み）
デジタルチャネルへの移行、キャッシュレスの進展やコロナ禍によるお客さまの行動変化を受け、リアルチャネル

（店舗）やデジタルチャネルの在り方も変化してきております。そのような中、当社グループでは、リアルチャネルとデ
ジタルチャネルの融合を図りながら、グループ一体となって、業務軸及び顧客軸の深化・拡大による「地域総合サービ
ス」の展開を支えるチャネルの構築を進めております。
広島銀行のリアルチャネルにおいては、「生活に溶け込んだワンストップでの金融サービス提供」と「コミュニティ拠

点としての賑わい創出を実現する」新たなスタイルの店舗として広島東支店を移転しました。商業施設利用の合間でも
来店していただきやすいよう、ロビーをフリーエリアとしたほか、コミュニティルーム（会議室）において、当社グル
ープのお客さま向けセミナーや中国新聞文化センターのカルチャースクール等を実施しております。
また、平日の来店が難しい個人のお客さまでも、土日も含め、ローン・保険・資産運用（NISA）など、幅広いご相談

が可能な拠点として、「〈ひろぎん〉ライフコンサルプラザ」を開設いたしました。
加えて、デジタルチャネルにおいては、個人のお客さま向けの「ひろぎんアプリ」や法人のお客さま向けの「〈ひろぎ

ん〉ビジネスポータル」の機能拡充を進める等、引き続き利便性の維持、向上を進めております。

②当社グループの経営基盤の強化に向けた取組み
（人的資本投資に係る取組み）
持続可能な成長を支える強い組織づくりにおいては、当社グループの全職員が、その能力や専門性を遺憾なく発揮し、

高いモチベーションとエンゲージメントを持ち、いきいきと働ける組織づくりが重要になります。そこで、当社グルー
プでは、中期計画の実現に向け、最大の財産である従業員の能力発揮の促進とウェルビーイングの実現及びグループ経
営の一層の高度化を企図し、グループ子会社の人事制度を抜本的に改定することといたしました。
また、従業員の経営参画意識を高めるとともに、資産形成を促進する福利厚生制度の拡充を図ることなどを目的に、

従業員インセンティブ・ プラン「従業員持株ESOP信託」を導入していることに加え、各従事者の能力向上に向け、各
種研修の実施やリスキリング支援強化、外部トレーニーへの派遣による人財育成など、積極的に人的資本投資を実施し
たほか、中期計画で定めた注力分野を強化する観点から、77名の戦略的な人員の配置転換を実施いたしました。
加えて、意思決定層における多様性の実現は、当社グループが掲げる重要な成長ドライバーであり、早急に女性マネ

ジメント職比率を上げていく必要があることから、女性活躍関連目標を定めていることに加え、異業種からの専門性の
高いキャリア人財の採用を実施しております。
更に、グループ全体で積極的に障がい者雇用に取り組み、「人生の充実感・働きがいを感じてもらえる職場づくり」を

目指し、ひろぎんビジネスサービス株式会社にて、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく「特例子会社※」の
認定を取得しており、障がい者雇用の促進及び雇用の安定に関する取組みの実施状況が優良な中小事業主を、厚生労働
大臣が認定する制度である「もにす認定」を取得しております。
（※）「特例子会社」とは

障がい者雇用率制度において、障がい者の雇用機会の確保は個々の企業ごとに義務付けられています。
その特例である「特例子会社」制度では、障がい者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が障がい者の

雇用に特別の配慮をした子会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、その子会社に雇用されている労働者
を親会社に雇用されているものとみなして、実雇用率を算定できるとしています。

（リスクアペタイト・フレームワークへの取組み）
当社グループでは、リスクアペタイト・フレームワークを導入しており、リスク・アセット対比の収益性を重視した

経営に向け、グループ各社にリスク・アセットベースでの資本配賦を実施いたしました。
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③当社グループ・お客さま・地域における変革への取組み

（グループ全体のSX・DX・AXへの取組み）

当社は、2024年４月からスタートした中期計画において、「地域・お客さまの成長・発展に向けた取組み」及び「当

社グループの経営基盤の強化に向けた取組み」を実現するためのドライバーとして「SX（サステナビリティ・トランス

フォーメーション）」、「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」及び「AX（アライアンス・トランスフォーメー

ション）」を掲げ、社会課題の解決及び当社グループの持続的成長に向けて取り組んでおります。そうした中、気候変動

やDE＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）等に係る開示・取組内容の拡充・高度化を図るため、「サ

ステナビリティ統括部」を設置し、あわせて、当社グループ内における各事業部門のDX企画の統括部署として、「DX統

括部」を設置しております。

具体的には、「SX」の取組みとして、カーボンニュートラルでは、お取引先企業とのエンゲージメントに注力するとと

もに、地域中核企業や自治体との連携・協働の取組みも進めております。DE＆Iについては、2024年５月からスタート

させた、地元企業ネットワーク「HATAful（はたフル）」の活動を通じて、働く場としての広島の魅力を高める方策につ

いて議論を重ね、多様な人財が多様な働き方で活躍できるサステナブルな社会へとつなげてまいります。

また、「DX」の取組みとして、広島銀行において、2024年６月にビジュアル分析プラットフォーム「Tableau」を導

入し、データ利活用の全社的推進及び意思決定への活用を進めております。今後、本店部のデータ集計業務等の効率化

を図り、経営状況の迅速な把握や判断・アクションの高度化を実現するなど、業務の変革を更に進めてまいります。加

えて、全社的に生成AIの業務への活用を促進しており、より一層業務効率化を進めてまいります。

加えて、「AX」の取組みとして、山陽地域（以下、「本地域」といいます。）における、サステナビリティの向上や持

続可能な地域社会の実現に向け、環境・社会課題の解決や地元の主要産業への支援等で協力・協業することで、本地域

の更なる活性化を進めるため、株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループと「山陽地域のサステナビリティ推進に向

けたパートナーシップ協定」を締結いたしました。
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このような取組みの結果、2025年3月期の業績につきましては、以下のとおりとなりました。
【2025年3月期の業績等の概要（連結）】
当社グループの連結業績につきましては、連結経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の増加により資金運

用収益が増加したことから、前年度比153億円増加の2,013億円となりました。連結経常費用は、資金調達費用や営業
経費が増加したものの、貸倒引当金繰入額の減少によりその他経常費用が減少したことから、前年度比28億円減少の
1,491億円となりました。その結果、連結経常利益は前年度比180億円増加の521億円、親会社株主に帰属する当期純
利益は前年度比82億円増加の358億円となり、過去最高益となりました。
主要勘定の期末残高につきましては、貸出金が前年度末比2,454億円増加の7兆9,345億円、預金等（譲渡性預金を含

む）が前年度末比751億円増加の９兆4,372億円となりました。

【株主還元】
当社は、地域総合サービスグループとして地域社会やお客さまのあらゆる課題解決に徹底的に取り組み、地域の持続

的成長に貢献していくため、株主還元とともに内部留保の充実にも意を用い、親会社株主に帰属する当期純利益に応じ
た配当を実施してまいります。
また、内部留保につきましては、収益力強化に向けた資本活用（地域課題解決・地域の持続的成長に向けた成長投資、

人的資本への投資拡充等）とのバランスをとり運用することで、経営基盤の拡充や経営体質の一層の強化を図ってまい
りたいと考えております。

「配当」
利益成長を通じた１株当たり配当金の安定的かつ持続的な増加を基本とし、配当性向を40％程度といたします。

「自己株式取得」
連結自己資本比率11％程度を目処とし、その水準を踏まえ、業績動向や市場環境等を総合的に考慮したうえで機動

的に実施いたします。

当社の配当は、取締役会で決議される中間配当及び期末配当の年２回を実施しております。
なお、当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により剰余金の配当等会社法第459条第１項各

号に掲げる事項を決定することができる旨を定款で定めております。これは、株主への安定的な利益還元を目的とする
ものであります。

この方針に基づき2024年度は、１株につき24円50銭の期末配当の実施を決議いたしました。これにより、中間配当
（１株につき23円50銭）と合わせて、年間配当は１株につき48円00銭となりました。
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